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はじめに 問題の所在
　イギリスにおいても女性の労働は、常にアンビ
バレントな側面を持っていた。イデオロギーは、
「女性の本来の場は家庭、子育てにあり」として、
家庭外での女性の労働に否定的であった。しかし
一方で、資本家は安い女性の労働力を常に必要と
していた。労働者の家庭でも家計を維持するため
に、やはり女性の労働は必要不可欠であった。産
業革命以前、また以後もしばらくは、このイデオ
ロギーの要請と経済的必要は矛盾することなく満
たすことができた。家庭内に経済活動の場があっ
たため、家にいながら経済活動をすることは十分
に可能であったのである。
　しかし19世紀も末になると、この矛盾があら
わとなってくる。家庭からの生産的機能の流出が
決定的となり、この二っは矛盾する要請となった。
どちらかを選択することが迫られるようになった。
だがどちらを選択するかはかなり明白であった。
経済的事情が優先したのである。家計の維持のた
めには、また労働力確保のためにはイデオロギー
も後退する。まさにホブスボウムの言う知的確信
が経済的利害を上回ることはないという状況であ
る2。だがひとたび家庭の経済的事情が改善され
れば、また経済界が女性労働を必要としなくなれ
ば、っまり19世紀の末や両大戦後のような時期
には、イデオロギーが前面に出てきて女性は家庭
へと戻るのである3。しかしイデオロギーが前面
に出てくる時期というのは意外と短い。またその
ときでもイデオロギーを隠れ蓑とし、その実経済
的状況が女性労働のあり方を規定していたという
状況も多い。たとえば両大戦後の家庭イデオロギー
の強化は、男性の失業を回避するためであるし、
一方で景気後退の中での女性の賃金上昇圧力への
警戒のためでもあった。経営者が何よりも望む女
性の低賃金が、この家庭イデオロギーによって正
当化されたがたあに、このイデオロギーは生き延
びたという面もあったのである。
　このように女性労働のあり方は、主にその時々
の経済状況とイデオロギーとの調整によって左右
されてきた。ところがそのイデオロギー、女性の
本来の場は家庭にありというイデオロギーによう
やく変化が現れたのが20世紀の後半、70年代で
ある。女性にも労働の権利があり、それを国は積
極的に後押しをすべきという考えが社会的に承認
されるようになる。1970年の同一賃金法、75年
の性差別禁止法の制定がその象徴である。この2
っの法は、家庭イデオロギーからの明白な決別を
宣言している。
　しかし一方で、次のような疑問もある。女性の
均等待遇へ向けての法的整備が完成し、それから
約40年たった。しかし問題が解決したとは到底
言いがたい状況である。何よりも女性の賃金は、
同一賃金法が施行された75年以降一時改善がみ
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られたものの、それ以後は停滞し、現在でも女性
の賃金は男性の約8割のままである。なぜこめ2
割が縮まらないのか。
　これにっいては多くの議論があるが、その中で
C．ハキムが選好理論に基づいて、次のような見解
を示している㌔なぜ賃金ギャップが縮まらない
かといえば、それは男女の望むところが違うから
である。人々が選ぶライフコースを家庭中心型・
労働中心型・バランス型と分けたときに、女性が
選ぶのは、家庭中心型は少数、労働中心型が10～
30％、バランス型は40～70％である。大半が選ぶ
のはバランス型、つまり家庭と仕事の両立を目指
すタイプであって、その両立をパートタイムとい
う方法で図っている。これは女性自身の選択の結
果である。いまや女性たちは自分の望みを選択で
きるようになったのであり、賃金格差も男女のラ
イフコース選択の差であって、差別がもたらした
ものではない。戦後女性の仕事への志向が強くなっ
たといわれるが、それは神話でしかない5。全体
として女性の仕事への態度はそれほど変わってい
ないのである。あくまでも仕事と家庭の両立をパー
トタイムで図ろうとする女性たちの価値観が、賃
金差の原因である。これがハキムの主張である。
　当然この見解には反論が相次いだが6、それに
ついては後で触れる。ここで改めて考察したいの
は、なぜ均等法は、期待されたほどの成果をあげ
ることができなかったのか、である。もちろん、
法律の果たす役割には限界があり、法が制定され
たからといって、問題が解決できるわけではない
のは当然である。女性労働を取り囲む家庭や社会
の変革こそが重要であろう。しかしまず押さえて
おきたいのは、そもそもこの法律は「女性の働く
権利の承認」という点で、どれほど明確なものを
持っていたのか、ということである。この法をめ
ぐっては様々な階層の利害が対立した。それを調
整したのは、何であったのかを探ることは、法の
実効力にとっても大きな意味を持っはずである。
その際注目するのは、ハキムが、戦後女性の雇用
環境を変えたとして挙げた5つの条件、①避妊革
命、②機会均等革命、③女性に魅力的なホワイト
カラー職の拡大、④仕事を最優先するわけではな
い補助的労働者に対する職種の増大、⑤ライフス
タイル選択における個人の価値観の重要性の増
大7のうちの④、具体的にはパートタイム労働で
あるが、この増大である。ハキムはこれこそが、
多くの女性が選び取ったライフスタイルであり、
この選択が賃金格差の原因であるとするが、これ
を単に選択の結果としていいのであろうか。パー
トタイムの増大の背景を探る必要があろう。同一
賃金法の制定とからめてこれを検証することで、
なぜ法が所期の目的を達成できなかったのかの原
因の一っを探りたい。これが本論の目的である。
1　戦後の女性労働概観
（1）女性労働者の概要
　第二次大戦中、徹底的な戦時動員をかけられた
のは女性も例外ではなく、1941年には国家徴用法
第二法によって動員され、男性の不足を補うべく
様々な分野で女性の雇用がひろがった。しかし戦
後には復員した男性に職を確保するため、再び
4　C．Hakim，　IThe　politics　of　female　diversity　in　the　twenty－first　century’，　J．　Browne（ed．），　The　Future（’f　Gender，
Cambridge，2007．
5　ハキムによれば戦後の女性労働にっいては5っの神話がある。その神話とは①戦後女性の雇用の急速な増大があった②男女
で仕事に対するコミットメントに違いはない③パート労働は家庭責任をもっ女性のやむをえない選択である④パート労働者は
搾取されている⑤欠勤・転職率において男女差はない、である（C．Hakim，’Five　feminist　myths　about　women「s　employ－
menV，　British　Journal（～f　Sociology，　voL46，　no．3－4，1996）。
6　RCrompton　and　F，　Harris，「Explaining　womenls　employment　patterns：”ofientations　to　work”revisited冒，　British
Journal　of　Sociology，　voL49，1998．
7　C．Hakim，　Worh－Lifestyle　Choices　in　the　21st　Century’Preference　Theory，　Oxford，2000．
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表1－1　労働参加率 ?
男性 女性 全体　労働力における女性の割合
1911
1921
1931
1951
1961
1966
1971
1981
1991
93．5
91．8
90．5
87．6
86．3
84．1
81．5
77．8
73。3
35。3
33．1
34．2
32，7
37．5
422
42．6
45．5
49．9
63．0
60．6
60．7
58．6
62．8
64．6
61．1
61。0
61．0
29．3
29．0
29．8
29．5
31．3
34．3
36．5
38．9
42．7
D．GaUie，‘Economy’，　A．H．　Halsey（ed．），71ventiethでentunyソBritish　So（胎1男「θnds，　London，2000，　p．292
「女性は家庭へ戻れ」の声が吹き荒れ、女性は仕
事から退くことを余儀なくされた8。
　まず戦後の女性労働の様態にっいての大まかな
動きを確認しておく（表1－1）。労働参加率は
長期的に見れば、男性の場合が減少しているのと
は対照的に、女性は増加している。しかしながら
第一次大戦後に減った女性の参加率が30年代に
なってようやく回復したにもかかわらず、戦後に
は減少を見せている。戦後の景気の後退と男性兵
士の復員が重なり、祖国の英雄に相応しい職を、
の掛け声によって、女性は家庭に戻ることを余儀
なくされたのは既述の通りである。しかしすぐに
生じた戦後の復興による景気の回復は、逆に労働
表1－2　婚姻関係別労働参加率（女性）
　　　　　　　独身　　　既婚　　％
1911
1921
1931
1951
1961
1971
1981
1991
69．3
68．1
71．6
73．1
69．6
59．7
60．8
63．7
D．Gallie，　op．　cit．，　p．292より作成
9．6
8．7
10．0
21。7
29．4
42。0
47．2
53．1
力不足をもたらした。再び女性は職場へと戻され
るのである。
　戦後生じた変化で最も顕著なことは、既婚女性
の参加率の上昇である（表1－2）。31年は10％
でしかなかったのが戦後には倍増し、それは着実
に増えて20世紀末には50％を超えるに至った。
独身か既婚かの区別は、ほとんど意味を持たなく
なったのである。
　しかし一方で女性の従事する職種に大きな変化
はない。確かに女性職業の典型であった家事奉公
人の減少は顕著であり、女性労働者の24％（1939）
から11％（1951）へと減少して、もはや顕著な割合
を占あることはなくなった％一方で事務・タイ
ピストが同時期に657，000人から1，408，00人へと
増加を見せlo、ホワイトカラー職への女性の参入
を確かめることができる。しかし、男女による職
域の分離は依然として明白であり、多くの女性が
いわゆる「女性職」についている状況については
変わりはない。1951年において、9割以上が女性
からなる職種にっいているものは31％、8割以上
が39％、7割以上が50％で、これは1981年にそ
れぞれ25％、38％、63％になっている11。半数以
8　両大戦間の女性労働にっいては拙稿「イギリス両大戦問の女性労働」「情報コミュニケーション学研究』第3号、2007年；
　「イギリス両大戦間における新産業と女性労働」『情報コミュニケーション学研究』第6，7合併号、2009年を参照。
9　G．Holloway，　oρ。　cit．，　p．184．
10　Jbid．，　p．184．
11　D．Gallie，　op．　cit．，　p．294．
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図1－1　女性の賃金格差
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上が、女性が圧倒的に多い職にっいている状況は
20世紀末まで続くのである。
②　賃金格差についての認識
　次に賃金である。女性の賃金は相変わらず男性
の3分の2ほどにとどまり、50年代60年代にお
いて、経済的自立は多くの女性にとって依然とし
て夢でしかなかった12。肉体労働者の時間当たり
稼得額の格差は図1－1の通りであり、格差は歴
然としている。この格差是正が同一賃金法の制定
となって、世紀後半の大きな論議の的となる。こ
れへの取り組みにっいては次章で扱うが、ここで
はこの賃金格差がどのように認識されていたかに
ついてみておく。この問題にっいては1944年に
同一賃金にっいての王立委員会が設置され、46年
にその報告書13が出ているので、そこでの結論に
そって確認しておく。
　報告書によれば、女性の賃金が低いのは、何よ
りも女性に対する需要が少ないからであって、賃
金は男女とも比較的その需要に応じて支払われて
いる。需要が少ない原因は
①法的規制。労働時間の規制や危険有害業務か
　らの排除は、女性を使いにくくしている14。
②自然的要因。体力の点で劣る。このことは必
　ずしも効率性で劣ることを意味せず、また近年
　の技術の発展は体力の必要性を著しく減少させ
　ているのも事実であるが、依然まだ意味を持っ
　ている。また女性は仕事を長期のものとは考え
　ず、勤続が短くまた欠勤率も高い。そのため雇
　用主にとってはコスト高である。これには女牲
　の栄養状態が一般に男性よりも悪いという要因
　もあるが、男性には家族の稼ぎ手という責任感
　が存在することにもよる15。
③慣習的なもの。つまり雇用主と一部消費者の
　間での「男の仕事」「女の仕事」という思い込
　みであって、これは社会の変化の中で変わりう
　るものではある。さらに根強いのは男性労働者
　たちの「これは男性だけができる仕事」という
　意識である16。
　一方、供給側っまり女性の側の問題点もある。
彼女達は経済的必要というよりは、家事労働から
逃れたいという気持ち、あるいは看護婦のように
??????G．Holloway，　op．　cit．，　p．181．
Report　of　Roツαl　Commission　on　Equα1」Pαこソ，1944－46，　Cmd，6937，1946．
fbid．，　pp．109－10．
lbi（i．，　pp，110－15．
Ibid．，　pp．　115＿16．
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奉仕精神から仕事に就くことが多く、その要求す
るものが少ない。つまり男性は家族を養うので必
要が多く、女性は自身を養えばいいだけなので必
要が少ない17。
　このように賃金は需要と供給によって決まって
いる、ということはそれなりに合理的であるとい
う結論を掲げつつも、R．ハロッドの次のような
議論を引用しているのは興味深い。彼によれば、
現在の状況が長く受け入れられたのは、これが社
会に深く根付いた通念に反しなかったからである。
その通念とは母親たることが専門職や産業界で働
くことに比べて経済的に魅力のないものとはなら
ないようにすべきということであるユ8。高賃金は
女性を家庭から引きずり出し、それは社会にとっ
て好ましくないとの合意が存在していたことが示
されている。
　このような需要と供給という経済的な要因によ
るとする多数説に対し、3人の女性委員はこれに
反対し、組織力の違いにその原因を求あた。女性
に対する需要は多くあり、市場に任せれば女性の
賃金は上がるはずである。しかし雇用主が団結し
てそれを阻止し、女性にはそれを防ぐ組織力がな
いからという主張である19。
　このような反論はあったものの、大勢は、賃金
差には合理的な理由があり、かっそれは社会通念
に反するものではないというものであった。これ
が戦後からしばらくにおける社会一般の理解でも
あったといえる。
（3）社会的背景
　以上、戦後から60年代、70年代の女性労働の
姿を概観したが、その様態に影響を与えた2，3
の要因にっいて言及しておく。
　まずこの時期の政策である。1945年から79年
までのイギリスは福祉国家体制のもとにあった。
ベヴァリッジプランに基づく福祉国家が、男性稼
ぎ手家族を中心に組み立てられていたことはよく
指摘されるところである20。国民保険法では妻は
夫の扶養家族と規定され、働く妻も夫を通しての
給付を受ける。働く妻は保険料を支払わないよう
要請され、払った場合も給付は低い。独身女性は
男性と同じ立場だが、扶養者がいないとしてやは
り低い給付しか受けられない。ウィルソンは、福
祉国家制度において、女性は男性と同じように扱
うべきと考えられたことは決してないと公言して
おり21、女性はあくまでも、男性によって扶養さ
れる存在と捉えられていたのである。
　さらに女性の家庭責任に報いるとして、1945年
家族手当が導入された。E．ラスボーンが努力した
家族手当であるが22、彼女は子育てに対する対価
としてこれを考えていたが、導入されたのは第2
子からの支給であり、大家族維持政策の性格を持っ
ていた。折しも1949年には人口に関する王立委
員会が設けられ、その報告書は3から4人が子供
の数として望ましいとしていた23。家族手当は多
子を奨励し、女性を家庭にとどめることになるの
は明白である。
17　1bid．，　pp．117－19．
18　Jbid．，　p．119．
19　Jbid．，　pp．119－21．
20　深沢和子『福祉国家とジ＝ンダー・ポリティックス』2003年、5－7頁；G．Holloway，　op．　cit．，　pp．200－1；M，　Pugh，
　VUomenαnd　the　四〇π乙θπ唇Movement　in　Britαin，1914－1959．　London，1992，　PP．293－5，
21　1bid．，　p．200．
22　ラスボーンはともすると、それまでのフェミニズムに対して家庭重視の保守的なフェミニズムを展開して、運動を後退させ
　たとみなされるが、彼女のそもそもの関心は女性の賃金格差にあり、それを解消するにはまず扶養家族；子供の養育を社会が
　担う必要があるということから出発したことは重要である（S，Pedersen，　Eleanor　Rathbonel，　S．　Pedersen　and　P．　Mandler
　（ed．），　Aノ「ter　the　Victoriαns，　London，1994）0
23　1「bid．，　p．198．
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　同時に、育児に対する関心も高まっていた。健
全な市民を育てるためには幼児期における母親の
役割が決定的に重要である、とする育児書が出回っ
た。アメリカでの出版に1年遅れて1947年に出
されたスポック博士の育児書24が、その代表であ
る。また1951年のJ。ボールビの報告書25は、保
育所を非難し、どんなに悪い家庭でも保育所より
はましである、子供にとって最悪のものは働く母
親であると断じて、働く母親に罪悪感を植えっけ
ることになった26。1965年の世論調査によれば、
80％もの人が、就学前の子供の母親は常に家にい
るべきであると考えていた27。
　一方で、そのような生き方へのジレンマも現れ
ていた。E．ロバーツの行った聞き取り調査によれ
ば、むしろ働かないことに対して違和感をもっ女
性たちが現れている。ある女性は、自分は経済的
に困っていないので働きには出なかったが、他の
人々が働いているのを見ると罪悪感を覚えたと述
べている28。このような変化を促したのが、A．ミュ
ルダールとV．クラインによる世界的にも話題となっ
た書物『女性の二っの役割29』の出版である。女
性が出産を機に家庭へと戻る現状は、労働力資源
の活用という点から大きな無駄であるとし、結婚
して子供ができれば育児に専念するが、学校へ行
くようになった後は仕事に復帰するライフコース
を構築すべきと主張した。女性たちが家事と職業
労働を何とか両立させていたのは、すでに多くの
女性が行っていたことであり、何も目新しいこと
ではない。しかも女性の権利として働くことが考
えられたわけではなく、労働力不足の状況におい
て、能力を活用しないのは無駄という、国家、社
会の観点に立ったものである。子供の世話はあく
まで母親の仕事という当時の思考にラディカルに
反対するものでもなかったし、家事における男性
の役割を主張するものでもなかった。しかし、女
性の生活が子育てだけではないという考えを植え
っけるのに貢献し、すでに多くの働き出していた
母親達の行動をイデオロギーの面で支える役割は
果たしたのである30。
　つまりこの時期において、女性の労働をあぐる
思考は依然として揺れ動いていた。労働力として
は必要であるがそれは労働力不足のためであって、
女性の働く権利の承認ではない。家庭責任の担い
手としての役割が優先される状況に、なんら変更
はない。そのため女性の労働に対する見方は、時
代状況によって相変わらず揺れ動いていたのであ
る。
ll　同一賃金法の制定
　「労働の権利」かそれとも「家庭責任」か、そ
の状況に襖を打っことになったのが1970年制定
の同一賃金法31である。賃金格差は女性の労働問
題の象徴的要因である。別稿で論じたように、問
題はなぜ女性の賃金が低いのか32ではなく、いか
24　B．Spock，　The（フommon　Sense　Booh（）f　BαbNαnd　Child　Cαre，1946．
25　J．Bowlby，　Mαternα1（］αreαnd　Mentαl　Heαlth，　Geneva，1951．
26MPugh，　Op　cit．，　p．296．
27H．　McCarthy，「Gender　equality1，　in　P．　Thane（ed．），　Unequal　Britαin，　London，2010．p．108，
28　E．Roberts，　Womenαn（i　Fαmilies：An　Orαl　History，1940－1970，0xford，1995，　p．125．
29　A．Myrdal　and　V．　Klein，Wo舵θ誌7ωo　Roles，　Homeαnd　Worh，　London，1956：大和チドリ、桑原洋子訳『女性の
　こっの役割：家庭と仕事』1985年。
30実際に女性たちがとった方法はミュルダールたちの推奨した2段階のライフコースではなく、育児と仕事をパート労働とい
　う形で両立させる方法であった（J．Lewis，’Myrdal，　Klein，　women「s　two　roles　and　postwar　feminism　1945－1960t，　in　H．
　LSmith，　British　Feminism　in　the　Twentieth　Century，　Massachusetts，1990，　p，185）。
31　Equal　Pay　Act　1970　c．41
32　この問題にっいては、最近バーネットによる興味深い研究が出た（J．Burnett，　Gender，　Worh　and　Wαges　in　Jndustriαl
　Revolution　Britain，　Cambridge，2008）。彼女によれば産業革命期の賃金格差は慣習というよりも、男女の肉体的な力の差で
　あって、この差が依然として産業革命期にも意味を持っていたというのである。問題は肉体的差異による賃金差がどのように
　してジェンダー化された社会を構築したかである。この点は別の機会に論じたい。
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に女性の低賃金が様々な問題を作り出しているか
であることを考えれば33、まず賃金格差を解消す
ることが重要なのである。その意味でこの同一賃
金法は画期的な意味を持っ。また何よりもこのよ
うな法律ができたということは、国が女性の労働
を権利として認めたことを意味する。この法律成
立の経緯を探ることで、法律の背後にある女性労
働に対する社会の認識の変化を探っていく。
　同一賃金をあぐる戦いには長い歴史がある34。
大森真紀によれば記録に残る最も古い同一賃金に
っいての要求は1773年である35が、TUC（労働
組合評議会）が公開している同一賃金をめぐる歴
史についての記述では、1830年代から始まる36。
1832年には疏毛工が男性との同一賃金を要求し、
また34年のグランドナショナルの機関誌が同一
賃金を擁護している。しかしこの動きは50年代
から80年代にかけて、チャーチスト運動などに
力を削がれ鎮静化し、それが再び活発となって後
にっながっていくのは、1888年のC．ブラックに
よる同一賃金の決議要求からである。ここから数
えても実に100年近くがかかったことになる。こ
の法律が制定された経過にっいてはすでに詳細な
研究がある37。ここでは制定までの歴史を簡単に
たどることで、女性の賃金をめぐって何が問題と
されていたのかを確認しておきたい。
（1）TUCでの同一賃金決議と最低賃金法の制定
　既述のように、1888年TUCの会議で男女同一
賃金の動議が可決された。提案をしたブラックの
関心は、純粋に女性の低賃金が女性の労働の対価
となっていないという点にあった。男性の反発を
恐れ慎重に言葉を選び、あくまでも男性と同じ職
に就く場合の同一賃金を要求する提案となってい
た。しかしこの動議を支持した男性組合員の意図
は別にある。男性労働者にとって女性の低賃金は、
自分達の地位にとっての脅威である。その脅威を
男性労働者は、職域を男女で明確に分離するとい
う形で対応していた。だが技術の変革はその対応
だけでは不十分であることを認識させ出していた。
キダーミンスターにおける絨毯産業での一連の争
議は、新たな機械が導入されるたびに、そこに女
性を導入しようとする資本のあからさまな意図に
対する労働側の抵抗である38。既存の職域を分離
するだけでは、女性の低賃金の脅威から身を守る
ことはできないことが明らかになっていた。そこ
で浮上するのが男女同一賃金である。保護法によっ
て規制を受けている女性が同一賃金となれば、資
本家にとってその魅力は半減する。同一賃金法は
男性労働者にとって、女性の競争力を削ぐ手段と
しての意味を持ち出したのである。
　しかし、この決議の実現に向けての努力が、真
剣になされたとは言いがたい。結局のところ男性
組合員にとって高賃金は、自己の男性性を顕示す
る最強のものであり、これを女性に侵されるのは
我慢ならないことであった。組合は依然として職
域分離を貫くという形で、女性の脅威に対処する
道をとったのである。高島道枝はTUCが以後
「約80年間にわたって同一賃金の実現を執拗に追
33　拙稿「19世紀イギリスにおける雇用と家庭の再編成」、吉田恵子、斉藤哲、東條由紀彦、岡山礼子『女性と労働　雇用・技
　術・家庭の英独日比較史研究』2004年、13－35頁参照。
34　法律の制定過程にっいては高島道枝「イギリス同一賃金法（Equal　Pay　Act）の研究（上）（中）（下）」『季刊労働法』112，
　113，114号；浅倉むつ子男女雇用平等法論　イギリスと日本』1991年に詳しい。
35大森真紀「英国における男女同一賃金問題の変遷」r婦人労働』第4号、1978年。
36MDavis，’An　Historieal　Introduction　to　the　Campaign　for　Equal　Pay’（http：／／www．unionhistory．info／equalpay
　／roaddisplay．php？irn・820／参照日2010．8．25）
37　注26を参照
38　キダーミンスターにおける争議にっいてはS．Rose，　Linzited　Livelihoods：Genderαndααss　in　1＞ineteenth－Century
　Englαnd，　California，1992を参照。
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求した39」としているが、必ずしもそうとは言い
がたい。以後40回にわたって決議を繰り返すが、
これほど議論されてこれほど成果のなかった分野
も他にないといわれた40のも、建前と本音のジレ
ンマがいかに強かったかを示している。
　20世紀になって賃金にっいて一っ前進があった。
1909年に最低賃金法（Trade　Board　Act）が制
定されたのである。これによって苦汁労働と呼ば
れた家内工業に最低賃金が導入された。対象となっ
たのは主に女性であり41、また今まで賃金に関し
ては一切介入しようとしなかった国家が、初めて
かかわったという点で画期的なものである。本来
労使の交渉によって賃金は決定されるべきと考え
ていた労働組合は、これを国家による不当な介入
と捉える向きもあった。しかし現実問題としては、
ここでカバーされるのは家内工業労働者であり、
労働力の主力としての工場労働者ではなかったこ
とから、労働組合の関心をほとんど呼ばなかった。
もとより女性の働く権利という観点はまず問題と
ならなかった。
②　両世界大戦
　戦争によるダイリューション（労働の希釈化。
男性が行っていた熟練職種を不熟練職種に分解し
て女性に行わせる）は女性の賃金問題を改あて浮
上させることになった。男性の職種を女性が代替
することで、賃金の引き下げが起こるのを恐れる
組合は、同一賃金を要求した。しかしながらダイ
リューションは、男性と同じ仕事を行っているわ
けではないとの口実を与えることになり、すでに
1916年には賃金は性別で、すなわち女性の低賃金
がそのまま継続するという状況になっていた42。
組合はまたも同じジレンマに直面したのである。
公的には男女同一賃金を要求するが、しかし実際
には女性の低賃金を容認して自分達のプライドを
守るということである。雇用主にとってもこの低
賃金は歓迎すべき措置である。1917年には通達
447 出されて、女性の最低賃金が定められたが、
適用を受けるのは軍需産業だけであり、その他は
雇用主と組合の交渉に任された43。女性の賃金に
ついての改善はほとんどなかった。
　1918にロンドンの市電の女性労働者が男性と同
じ戦時ボーナスを求めてストライキを行った。こ
れは地下鉄の労働者にも広がり、女性は勝利を勝
ち取った。賃金にっいて、女性自身の意思が初あ
て通ったという意味で、画期的である44。しかし、
これは戦時中であったから可能なことでもあった。
1918年「産業における女性についての戦時内閣委
員会」（War　Cabinet　Committee　on　Women　in
Industry）は、同一賃金をまず雇い主である政府
が実現すべきと勧告したが、財源難を理由に政府
はその意向を示さなかった。また戦後の、特に世
界大恐慌以後の高失業の時代にあっては、女性労
働者に対する男性の警戒心はますます高まり、同
一賃金に対する取り組みは棚上げされたのである。
　第一次世界大戦以上に女性に対しても大規模な
動員をかけた45第二次大戦では、その賃金をめぐ
る問題はさらにあらわとなった。今回もダイリュー
ションが行われたが、そのダイリューションは基
本的には、政府にとっては大規模な労働動員を可
能とするものであり、資本に対しては安い労働力
を使うことを可能にさせ、組合に対しては女性の
????????高島道枝　前掲論文（上）、169頁。
TUC　Equal　Pay　Conference，　Report（ゾConference　at　Congress　House，London，1968，　p．1．
当初対象となったのは鎖、レース、箱、既製服製造の4っの産業である。
G．Holloway，　op．　cit．，　p，138．
Jbid．，　P．139．
M．Davis，　op．　cit．
ピーク時の1943年には725万人、14－59歳の46％が動員され、総就業人口の38．8％を占めた（Jbid．）。
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導入を認あるにしても一時的であると確約するも
のであり、男性に対しては女性労働の脅威を和ら
げるものであった46。男性の利益をいかに守るか
に主眼が置かれ、女性の利害はなんら考慮されて
いない。表向きは男性と同じ賃金が約束される場
合もあったが、あくまでも男性と同じ仕事をする
場合だけであって、女性だけの場合は「女性の仕
事」と規定されて、低賃金は当然とされたのであ
る。結局賃金格差にほとんど変化はなく、女性の
賃金は男性のそれの50から70％で推移した47。
両大戦において女性の低賃金に対する問題意識は
生じてきたものの、それはあくまでも男性の賃金
をいかに守るかとの観点であった。
　しかし1943年にピークを迎えた動員は、女性
の加入を頑固に阻んでいたクラフトユニオン
AEU（合同機械工二組合）のような組合にも、女性
の組合加入を認めさせることになった。このこと
は同一賃金に対する関心を高めていった。同年、
EPCC（同一賃金キャンペーン委員会）が設置された
のは一っの前進であった。
（3）同一賃金に関する王立委員会と公務員・教員
　の同一賃金
　同一賃金を求める運動は、1944年の教育法案に
男女同一賃金を盛り込むことに成功した。しかし
チャーチルはこれを1944年の王立委員会にゆだ
ねることで棚上げにしてしまった。EPCCは、す
でに資料は整っている、委員会の設置は事態を遅
らせるだけとして反対したが、通らなかった。同
委員会が報告書を提出した1946年には、かって
の熱気は冷めており、EPCCの憂慮したとおりの
結果となった。戦時中に作られた保育所も閉鎖さ
れ、政府、TUC両者とも、女性を伝統的な職に
戻すことに力を入れていたのである。
　報告書は教師と公務員の同一賃金を勧告したが、
M．ビューによればそこには「女性に対する正義」
という観点はなく48、1947年までには同一賃金は
インフレ防止という観点から、現状では実施困難
という合意ができてしまった。ただし公的に同一
賃金制度にもはや反対することはできないという
建前は、このころにすでに出来上がっていた。46
年の報告書を受けて出されたTUCのパンフレッ
トには、女性の低賃金の理由としてあげられてい
る生産性の低さ・欠勤率の高さ・賃金は生活給で
あるべきこと・女性を家庭外へ強制する惧れ・さ
らには女性の賃金労働によって男性のプライドが
傷っくことといった本音に触れるような理由に対
しても反論を加えて、同一賃金の正当性を論じて
いる49。51年にはILOが同一賃金を勧告し、さら
にフランスなどいくっかの国でも戦後の早い段階
で同一賃金政策を採用していた50。このような政
治状況の中で、50年代にはどの政党もマニフェス
トに同一賃金を盛り込むようになっていた51。
　つまり同一賃金があるべき姿と政府も組合も認
めるようにはなっていた。しかししばらくは、そ
の実現をどうやって遅らせるかの口実を探すこと
に腐心していたのである。50年と51年には再軍
備のためのコストが優先されるといい、53年には
前政権（労働党）の決定に拘束されるというもの
であった52。ようやく1955年、同じ仕事をしてい
46　G．Holloway，　op，　cit，，　p，166．
47　1bid．，　p．167．
48MPugh，　op．　cit．，　p．299．
49　Labour　Discussion　Series，　Is四〇ηz飢智Plαce　in　the　Home？，　1946．
50　C．Briar，　VVorhin8　for　Women？Gendered　IVorhαnd　Welfare　Politics　in　Ttventieth－Century　Britαin，　London，1997，
　p．100．
5150年の総選挙で労働は圧倒的多数ではなくなり、次の選挙をにらんでどの政党もマニフェストに同一賃金を入れるようになっ
　た（M．Pugh，　op．　cit，，　p．300）。
52　C．Briar，　op，　cit，，　p，100．
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る非産業部門の公務員にっいての同一賃金計画が
導入され、7年かけて実施されることになった。
しかし同じ仕事をしているという条件のため、21
万人のうち適用になるのは半分のみであった53。
たとえばタイピスト、看護婦、炊事婦のように
「女性の仕事」とみなされる職種には適用されな
かった54。また1961年には教師にっいての同一賃
金が実施となり、拡大がすすむ一方で、民間にお
いては事態は一向に進まなかった。これを導入す
ればイギリス経済は崩壊するとの経済界の主張を、
政府も組合も受け入れたのである55。
　1964年の選挙公約に同一賃金を掲げて政権を獲
得した労働党は、政府・労働組合・経営者からな
るワーキンググループを作って1967年までに同
一賃金を実施するとの合意を取り付けた。しかし
自身の所得政策に影響を与えることを恐れた労働
党は、ここでも実現に向けて積極的な行動はとら
なかったのである56。
（4）同一賃金法成立へ
　1968年フォードのダゲナム工場で、女性縫製工
による大規模なストライキが起こった57。これは、
本来は同一賃金を求あるものではなく、67年の協
約で決められた職級別時間賃率に対する抗議であっ
た。熟練に応じてAからEに分類された職級の
うち、高位のDとEに分類される女性はいなかっ
た58。縫製工は、自分達はCに分類されるべきと
してストライキを起こしたのである。自分達の技
能を正当に評価せよとの要求である。これはまさ
に女性たちが100年間もち続けていた不満の爆発
であった59。これに続いて多くのストライキが起
こり、女性たちが自分達の賃金に対して異議申し
立てを行うようになったのである。またその背後
では多くの女性運動が連帯してこの運動を支援し
た60。均等待遇を求める女性たちの声が高まって
いた。
　このような状況の中で、ようやく1970年同一
賃金法が成立した。正式には「雇用条件に関して、
男女間の差別を防止するための法律」で、賃金の
みならず、雇用条件における男女差別を禁止する
ものである。その内容、および問題点については、
先行の研究61に譲りたい。
皿　同一賃金法成立の原動力
（1）法の効果
　さてこの同一賃金法は効果をあげることができ
たのであろうか。同法は1970年に制定されたも
のの、実施は75年末とし、その間、雇用主に対
応に向けての機会を与えることにした。しかし実
際は、むしろ逃げ道を用意する機会を与えること
になった。すなわちこの法律は「同じまたは同等
の仕事についての同賃金62」を要求したが、雇用
主はむしろ男女で仕事を分けてしまうことで適用
から逃れようとした。法制定後職域の男女分離は
53MDavis，　op．　cit．
54　G．Holloway，　op．　cit，，　p，196．
55M．　Davis，　op．　cit．
56H．　McCarthy，　op．　cit．，　pユ11．
57　このストライキについてはH．Beynon，　Worleing　for　Ford，1973：下田平裕身訳「ショップ・スチュワードの世界：英フォー
　ドの活動家伝説』1980年を参照。
58　同上書、222－3頁。
59　G．Holloway，　op，　cit．，　p．212．
60　1うi（1．，p．210．
61高島道枝、前掲書；浅倉むつ子、前掲書：J．Browne，’The　principle　of　equal　treatment　and　gender：theory　and　prac－
　tice「，　J．　Browne（ed．），　The　Future（’f　Gender，　Cambridge，2007．
62「同じまたは同等の仕事」が具体的に意味するところにっては高島道枝、前掲論文（上）、179頁参照。
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むしろ強まったのである63。また同じ企業内での
同一賃金であるので、請負業者に仕事を請け負わ
せて適用を免れるという方法もあった64。そのほ
かにも裁定に持ち込むにも時間、費用がかかり、
また差別についての立証責任は女性にあったため、
女性にとって圧倒的に不利であるという問題もあっ
た65。そもそも組合が積極的ではなかった。賃金
格差が縮まることを、彼らは結局は望んでいなかっ
たのである。また政府も実効性を持たせるための
努力をほとんどしなかった66。
　そのたあ同法によって賃金格差が解消されたわ
けではなかったことは、すでに見た通りであるが、
しかし全く改善がなかったというわけでもない。
1971年に保守党によって行われた調査によれば、
全国賃金協約と賃金評議会Wage　Councilの20
％で差別がなくなっており、それは男性の賃金を
下げるのではなく、女性の賃金を引き上げること
で行われた67。
　また．A．ザバルザらによれば、この法の制定に
よって19．4％の女性の賃金の上昇があった68。但
しこの上昇の効果はほとんどが1975年までに生
じており、それ以降は停滞気味であるのは図1－
1で見たとおりである。さらに、この法律によっ
てはじめて、熟練をもった女性の賃金が不熟練の
男性のそれを上回るようになった69という変化が
あったのも見逃せない。
　一方制定前に反対論として指摘されていた問題
があった。同法によって保護規制などを受けてい
る女性は労働市場から追い出されてしまうであろ
うという指摘である。これについてはどうであろ
うか。ザバルザらによれば雇用は決して減らなかっ
た。男性と比較しての相対的な女性労働者数は50
年代から上昇していたが、その上昇率は50年か
ら70年では年1．1％であったが、70年から80年
にかけては1．7％になっている。この間に増えた
パートタイムの影響を考慮に入れて時間数で見て
も、同時期にかけて17．6％上昇している70。脱工
業化、雇用の弾力化といった構造的変化が女性の
雇用を求めたわけであり、それは賃金の上昇によっ
ても抑えられることはなかった。
　このように同法は一定の成果を持ったとはいえ、
それは限定的なものであったことは否めない。こ
れらを解決するには賃金率だけを問題にしても可
能とはならないということが明らかとなった。職
場における男女の実質的な平等をはかることが同
時に必要であるとの認識で制定されたのが、75年
の差別禁止法（Sex　Discrimination　Act）である。
この二っの法律によって、公的には女性の労働が
権利として明確に認められることになったのであ
る。
②　法律制定の背後状況
　法制定の経緯は、この法がいがに紆余曲折を経
て実現したかを示していた。それがなぜこの時期
に可能となったのか。このことは、一方でこの法
が期待されたほどの効力を持ち得なかったことと
関連があるはずである。
　すでに見たとおり、政治的には、60年代までに
同一労働の原則を実施するについては、労働団体、
経営者と合意はできていた。だが労働党は自己の
63　C．Briar，　op．　cit．，　p．101．
64H．　McCarthy，　op．　cit．，113．
65　その他法が持っ問題点にっいては高島道枝、前掲論文（中）を参照。
66　G．Holloway，　op．　cit．，　p．212．
67H．　McCarthy，　op．　cit．，　p．112．
68　A．Zabalza　and　Z．　Tzannatos，　IThe　effect　of　Britain’s　anti－discriminatory　legislation　on　relative　pay　and　employ－
　ment’，　The　Econornic　Journα1，95，1985，　p．680－1．
69　C．Briar，　op．　cit．，　p．101．
70　　∫bid．，　pp．680－1．
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所得政策を損なうとして法制化には気乗りせず、
またTUCでも、労働党との関係がうまくいって
いるときは、その所得政策を尊重して、あえて向
一賃金の要求を強行するようなことはしなかっ
た71。保守党も原則には賛成しっっも、法制化に
は労働党以上に積極的ではなかった72。この状態
を動かしたのが一っには女性運動の連携、もうひ
とっがEC加盟のための外的圧力である73。
　女性運動にっいていえば、1964から70年の新
たな労働組合員の70％は女性であって、TUCの
平等政策を支える大きな力となっていた。女性運
動はかってほどの力はなくなっていたとはいえ、
依然として影響力をもっていた。労働組合活動家
と女性運動グループの連携である「女性の平等権
利のための国家合同行動委員会」（National
Joint　Action　Committee　for　Women’Equal
Right）がフォード自動車のストライキ以後に結
成され、TUCへの影響力を強めていた。この圧
力は無視し得ない。
　EC加盟問題は、これは大きな現実的課題であっ
た。ECのローマ条約119条で「男女の同一労働
に対する同一報酬の原則」が謳われており、加盟
にはこれに沿った国内法の整備が必要であった。
1964年の選挙の際、マニフェストに同一賃金が盛
り込まれたのもこれを意識してのことであった。
このときはフランスからの拒否にあい加盟を果す
ことできず、ウィルソンは以後この問題を棚上げ
にしてしまった。しかし引き続きECの加盟を目
指すには、そのたあの国内法の制定は必須であっ
た。
　この2っの動きが直接的なきっかけとなって、
同一賃金法は成立した。
　では、この法律に対して一番の反対勢力となっ
ていた資本の対応はどうであったのか。　すでに
60年代には法制定に向けてある程度の合意が形成
されていたのはなぜなのか。そこには、1950代、
60代に賃金率と所得の乖離が強まっており74、賃
金率の規制はそれほど大きな意味を持たなくなっ
ていたという状況があった。たとえば1969年の
調査によると、フルタイムの男性ブルーカラーの
所得のうち、基本給は67．4％を占あるのみである。
女性の場合は78．7％である。男性の場合その他に
支払われるのは時間外手当16．1％、シフト手当て
2．3％、出来高手当て8．9％、ボーナス2．2％、コ
ミッション0。3％、休日手当て0．4％、補償手当て
0．3％、その他2．1％である。基本給の賃率が同一
になったとしても収入の差はそれ程には縮まらな
いのである75。賃金全体に占める基本給の割合が
必ずしも大きくはなかったことをまず確認してお
く。
さらに、資本にとって最大の関心は低賃金労働者
の確保である。その供給源があれば、同一賃金は
大きな問題にはならない。
　ところで、この法律に対してアンビバレントな
立場に立たされたのが男性労働者であった。低賃
金労働者から身を守りたいと同時に、自身のステ
イタスを賃金格差という形で守りたかった。また
賃金にっいては法的規制よりも組合活動で決ある
べきとの建前もあった。労働組合が本気でこの問
題と取り組んだとは言いがたい状況があったのは、
71　高島道枝、前掲論文（上）174頁。
72　マッカーシによれば、公務員や教師の同一賃金を導入したのは保守党政権であるが、それは中流階級女性の投票を狙ったも
　のであって、同一賃金法への貢献は労働党のほうが大きい（H，McCarthy，　op．　cit．，　pp．110，123）。
73　1bid．，　p．111；C，　Briar，　op．　cit．，　p．116．
741，Gazeley，「Manual　work　and　pay，1900－70；N．　Crafts，1．　Gazeley，　and　A，　Newell，　Wor々αnd　Pαy　in　20th・Century
　Britαin，　Oxford，2000，　P，55．
75　そのほかにも、割増率の高い週末の残業を男性に割り当てるなど、男性の収入を高くする方法はいろいろとあった（J．
　Greenwood，　Some　Problems　in　the　Complementαtion　of　an　Equαl　Pαy　Policy，　p，15）。
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これまでの経緯で明らかである。だがそれも、別
の形でステイタスが守られるのであれば、大きな
問題とはならない。
　そしてこの時期、資本にとっても男性労働者に
とっても、その本音をかなえる労働者が出現して
いたのである。パートタイム労働者である。同時
期パート労働者が確実に増加しており、そのほと
んどは女性であった。ミュルダールとクラインが
家庭と職業の両立を主張したが、多くの女性が取っ
た方法が、ミュルダールたちの言う子育てが終わっ
てのフルタイムへの復帰ではなく、パートタイム
の仕事による子育てとの両立というものであった。
パートタイムの出現は確かに女性の生き方を変え
た。そして均等法の成立をこの時期可能にさせた
一っの要因がここにある。
IV　パートタイム労働
（1）パートタイムの登場
表IV－1女性雇用者におけるパートタイムの割合
1950
1951
1961
1965
1971
1975
1981
1985
1991
11．8
122
13．7
15．9
18．7
22．6
22．6
20．5
20．5
D．Gallie，op．　cit．，　p．297より
n／a
11．0
25．O
nla
33．6
39．6
41．5
42．8
44．9
　まずパートタイムの動向にっいて確認しておく
（表IV－1）。パートタイムの増加は20世紀後半
における最も顕著な特徴のうちの一っである。世
紀半ばには10％前後であったのが、終わりには半
76三富紀敬『欧米女性のライフサイクルとパートタイム』1992年、249頁。
77　同上書　第皿章。
78　同上書　269頁；Employment　Select　Committee：Pαrt－time　employment．　Minutes〔）f　Evidence　14　June，1989，　p．180。
79　同上書　285頁
数近くにまで増加している。
　パートタイムの起源にっいては判然としないが、
三富紀敬によれば、すでに19世紀から存在して
いた。しかし現在のそれとは異なって男性の、そ
れも独身のものが多く、また恒常的なものであっ
た76。以下三富の研究をもとにイギリスにおける
パートタイムの歴史を簡単にたどっておく77。
　現在のように主に既婚女性を対象とするのは、
第一次世界大戦期であり、労働力不足に対処する
たあ、既婚女性を労働力化しようとして始まった。
戦争中、工場法や商店法が弾力的に運用されて、
労働時間が長時間化したために、既婚女性にとっ
て家事負担との両立がより困難となった。この状
況に合わせて、労働時間が調整されたのである。
あくまでも既婚女性に限り、また家事負担は女性
に課したままでの調整であることに注目したい。
保育施設などはごく限定的にしか提供されなかっ
たのである。しかし第一次大戦時における既婚女
性のパートタイム化は、まだ萌芽的でしかなかっ
た。戦後には「女性よ、家庭に戻れ」の掛け声と
共に、パートタイムへの関心も薄れていく。注目
されるのはこの時期のパートでは決して賃金が低
いわけでも、また雇用が不安定なわけでもなかっ
たことである78。パートタイムが女性化するにつ
れ雇用条件が悪くなっていったことを予想させる。
　パートタイムの女性化が本格化するのは第二次
大戦中である。第一次大戦以上の労働力不足を解
決するために、本格的な対応が迫られることにな
り、その一つが既婚女性を労働力とするたあのパー
トタイムの拡大であった。とくに1943年以降様々
な形のパートタイムが行われ、1944年までには
90万人がパートタイムにっいていた。業種によっ
ては30％がパートタイムというところもあった79。
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またパートタイムの主力が男性から女性へ、独身
から既婚へという変化もこの時期に起こっている。
さらに週30時間以下をもってパートタイムとす
るようになったのもこの時期である。加えて、既
婚女性に対して89ポンド以下の所得に対する非
課税措置も戦後へと継続されていく。しかし賃金
については、フルタイムとの格差はない。むしろ
良好とさえいえる。これは自分達の賃金引き下げ
をおそれる労働組合の力によるものであ
り80、労働組合がいかにこれら正規の労働者以外
による労働条件の引き下げを恐れていたかが示さ
れている。
　だが戦時体制はあくまでも臨時的なものである。
パートタイムが平時の制度として定着するのは戦
後のことである。戦後すぐは、女性は家庭へと引
き戻されたが、すぐに復興経済の中で深刻な労働
力不足が起こった。女性労働力への需要が高まっ
たが、女性の場は家庭にあるとの立場を崩すこと
なく、女性を労働市場に引き出す必要があった。
それに応じて政府が乗り出したのである。1950年
に、工場指令によって女性に夕刻twilightのシフ
ト労働を認めたのである。これは主婦シフトであ
り、明らかに主婦の労働参加を促進しようとした
ものである81。1955年にはパートタイムを拡大す
るよう政府は経済界に求めたが、その時点では雇
用主はそれほど積極的ではなかった。制度が複雑
になり経済的ではないというのである。しかしパー
トタイムは確実に広がっていった。48年から58
年にかけて37％もの増加を見たのである82。
②　パ・一・一トタイム拡大の原因
　雇用主にとってパートのメリットは、低コスト
と雇用の柔軟性である。時代は少し下がるが1989
年に下院の雇用委員会が出したパートタイムにっ
いての報告書には次のようにまとめられている。
コストの点では低い時給、時間外手当・シフト手
当ての回避、社会保険の回避、高い生産性。雇用
の柔軟性の点では昼食時・夜間・週末のより柔軟
な対応、雇用・解雇の柔軟性である83。しかし柔
軟性についても最終的な目的はコストの削減であ
るので、やはり最大のメリットはコストの削減と
いう点にある。雇用主にとってパートタイマーは、
セカンドクラスの労働者であり、低賃金、休暇や
年金などより少ない福利厚生、より保証されない
雇用、わずかな訓練と昇進の見込みを意味する84。
　ところでこれらの特徴は、まさに今まで女性労
働者に割り当てられていたものと同じものである。
しかもこれを労働者の抵抗なしに割り当てること
フルタイムが得られない　　　　21．0　　7．1　8．9
学生　　　　　　　　　　　　　282　　5．1　8．0
病気・労働不能　　　　　　　　32　　0．9　　1．2
フルタイムの仕事をしたくない　28．7　702　65．1
その他　　　　　　　　　　　18．8　16．5　16．7
Employment　Select　Committee：Part・time　employment．　op．cit．，p．181．
80　同上書　290頁。
81パートタイムの対象となるのはあくまでも女性であり、男性には高齢のもの以外にとってその選択肢はない（C．Briar，　op，
　cit．，　PP．94－5）0
82　1うid．，　p．95．
83　EmplQyment　Select　Committee：Pαrt－time　employrnent，　op．　cit．，　pp．179－80，
84　1bid．，　p．181．
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ができるのである。というのは働く側でなぜパー
トタイムを選ぶかといえば、表IV－2のようにな
る。多くはフルタイムを望んではいないのである。
ここからパートタイムは諸刃の剣であることもみ
えてくる。長時間労働と家事負担に苦しまなけれ
ばならない女性を救う一方で、その両立を可能と
することで、女性の本来の役割は家庭であって労
働者としては劣る存在であるという考えを強化す
ることになる。またこのような数字から、女性は
選択してパートタイムを行っているのだという主
張も出てくることになる。
　男女同一賃金を検証したグリーンウッドは、同
一賃金によって女性の賃金が増えれば、女性がパー
トタイムへと向かうかもしれないと予想してい
た85。表は確かにそのような側面があることをう
かがわせるものである。だがなぜパートタイムを
選ぶのかといえば、そうせざるを得ないという状
況がある。保育施設の不備である。そもそもパー
トタイムが広がりだした第二次大戦中においても、
その原因は何よりも保育所がないということであっ
た。国はこの時初めて保育所の設置に乗り出した
が、限定的でしかなかった。多くの女性は親族に
子供の世話を頼らざるを得なかった。女性の労働
力化を図るには保育所だけでなく、共同キッチン
の設置などの家事共同化を図ることも必要になる
が、それらの方策にもほとんど目が向けられなかっ
た86。しかも戦後には数少ない保育所も閉じられ
ていったのである。
　保育政策については、労働力として女性の活用
を考える労働省と、幼い子供にとって母親が必要
であると考える保健教育省が対立したが、優先さ
れたのは後者の意向であった。1952年に785あっ
た保育所は1956年には500，75年には453と減
少した87。幼稚園は作られたものの在園時間は学
校と同じであり、働くとすればパートタイムしか
なかった。国は働く母親のために育児や家事負担
を削減しようとの意図をまったくもたなかったの
である。つまり家事・育児は女性の責任という考
えになんら修正を加えるっもりはなかった。保育
所は貧しいあるいは不安定な家庭の子供のための
（母親のためではなく）、あるいは片親で働かざる
を得ない親の子供のためのものであった88。この
ことは保育園に行くということに貧しさ、不適切
さの烙印を押すことになった。となると仕事と家
庭責任の両立を図ろうとすれば、パートタイムを
選ぶしか選択肢はなかったのである。確かにフル
タイムには就きたくないとの声があるが、それは
フルタイムが40時間を意味し、家事労働が削減
されず、夫の関与も増えず89という条件において
なのである。にもかかわらず女性が望んでいると
の理由でパートは広がっていった。
　このようなパートタイムを典型とする非正規の
労働力が増大していたことが、雇用主・男性労働
者が同一賃金法を受けいれるのを容易なものとし
た一っの理由である。雇用主は安い労働力を手に
入れ、男性は高賃金というプライドを維持するこ
とができた。同法を実質的に効力のないものとす
るのを可能とさせた。とすればこの法が、確かに
女性の働く権利を理念として認めたとしても、人々
の思考を根本から変えたとは言いがたいところが
あるのである。
おわりに
1970年の同一賃金法、75年の性差別禁止法は
?????J，Greenwood，　op，　cit．，　p．31．
G．Holloway，　op．　cit．，　p．171．
C．Briar，　op．　cit．，　p．105．
G．Holloway，　op．　cit．，　p．171、
1988年にパートで働く女性の88％が一般的な家事責任を負っている（G，Holloway，　op．　cit．，　p．216）。
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確かに女性労働にとって画期的な法である。女性
の本来の場は家庭にあるという家庭性イデオロギー
を否定し、女性の働く権利を認あ、そのために国
は環境を整える義務があるとしたのである。女性
の労働条件を向上させようにも、女性を家庭から
引き出すことになるから認あられないという論理
は通用しなくなったのである。しかしながら、こ
の法律が制定されて40年がたってもなお、労働
市場における女性の場は、男性とは平等とはいい
がたい。なぜなのか。一っには、この法律の制定
がある意味では妥協の産物であったことがある。
政府は本当に女性の権利としての労働を実現させ
る意思があったかといえば、必ずしもそうではな
かった。まず労働力不足、あるいは政治的な外的
要請といった事情が、女性やあるいは労働組合の
要求とからんで、この時期の法の制定にっながっ
たのであった。したがって、女性に労働の権利は
認められたものの、それが抱える実質的な問題、
っまり家庭責任を負った労働者という立場には手
っかずであったため、女性はパートタイムへ向か
わざるを得なかった。この雇用形態は実質的には
女性労働でありながら、新たな名称を与えられて、
資本にとっては格好の労働力となった。同一賃金
に反対する勢力からの強い抵抗がなかったのは、
このためである。この時期のパートタイムの増加
は、ある意味で女性の労働問題を覆い隠した。女
性がパートタイムを選ぶのは女性自身の選択であ
り、そこに差別はない、というハキムの主張が出
てくるのであるgo。
　当然のことながら、この見解には反論が多い。
本当に女性は自由な選択が可能になっているのか。
現在の男性中心に作られた社会の中で、っまり雇
用条件がますます厳しくなり、家庭のケアに対す
る公的支援が充実せず、女性に対する家庭イデオ
ロギーも水面下では弱まらず、という中では女性
はこのような選択をせざるを得ないのだという批
判91は当然のことである。
　確かにイデオロギーは変化し、それに伴い法的
整備も整った。しかしイデオロギーは経済的必要
の前では後退せざるを得ないことは、あの強固な
家庭性イデオロギーでさえそうであったのである
から、明白である。それでもなお、女性の働く権
利という観点から、その地位のあり様を検証する
ことが必要である。それは相変わらず弱い。ブリ
ソンはまずその事実を明らかにすべきであると主
張する92。賃金格差、管理職の少なさ、貧困の多
さ、家事負担の重さ、ドメスティックバイオレン
ス、性的搾取等々の現実である。それは女性が望
んだ結果、あるいは新自由主義者が言うような正
当な競争の結果なのであろうか。そもそも現在の
社会そのものにジェンダー思考が根強く埋め込ま
れており、そこでの選択は真の選択とはとても言
い難いものなのである。
　パートタイムという雇用形態が、女性労働に何
をもたらしたのか。ここではそれを同一賃金法と
の関連で見てきたが、更なる長期的視点での検討
が必要となろう。
90　注（3）、（4）を参照。
91　V．Bryson，「Perspec七ives　on　gender　equality：challenging　the　terms　of　debate1，　J．　Browne，　Op　cit．　pp．35－52；R．
　Crompton，’Gender　inequality　and　division　of　labour「，　J．　Browne，　op．　cit．，　pp，228－249．
92　V，Bryson，　op．　cit．，　p．47．
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